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商品先物取引における説明義務














21 年に２件出ている（以下、２つの判決を指す場合は「最高裁平成 21 年判決」
とする。）。商品取引先物業者の委託者に対して説明すべき内容を具体的に規定
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題を中心として」判タ 1317 号（2010 年）31 頁注 11。このほかに，本判例の評釈と
して，笹本幸祐「商品取引員の差玉向かい等に関する説明義務・通知義務」法セミ
658 号 117 頁（2009 年），桑岡和久「専門的知識を有しない委託者に対して商品取引
員に利益相反性の高い取引方法を説明する義務を認めた事例（最判平成 21・7・16）」
現代消費者法６号 116 頁以下（2010 年），品谷篤哉「商品先物取引における差玉向か
い規制―２件の最高裁判決―」立命館法学 332 号 107 頁から 137 頁（2010 年），絹川
泰毅「特定の種類の商品先物取引について差玉向かいを行っている商品取引員が，
専門的な知識を有しない委託者との間で締結した商品先物取引委託契約上，委託者
に対して負う説明義務及び通知義務」ジュリ 1401 号 93 頁から 96 頁（2010 年），志
谷匡史「特定の種類の商品先物取引について差玉向かいを行っている商品取引員が

































ikensyo/sakimono100813.pdf〉（参照 2011 年１月 18 日）。
⑸ 最高裁平成 21 年 12 月 18 日判決先物取引裁判例集 59 号 54 頁も説明義務違反に
ついて不法行為構成を採っている。
⑹ 民集 63巻６号 1280 頁以下。


































⑼ 潮見佳男「投資取引と民法理論（四・完）」民商法 118巻３号 51 頁以下（1998 年）。
⑽ 村本武志「投資事業者の忠実義務と専門家責任」立命館大学人文科学研究所紀要
71 号 80 頁（1998 年）。































⑿ 東京高裁平成 12 年 12 月５日判決判タ 1060 号 181 頁。
⒀ 東京高裁平成 20 年１月 30 日判決（最高裁平成 21 年７月 16 日判決第二審）。





















上告審 最高裁平成 21 年７月 16 日判決
控訴審 東京高裁平成 20 年１月 30 日判決（先物取引裁判例集 56 号 225 頁）
第一審 東京地裁平成 19 年２月 13 日判決（先物取引裁判例集 56 号 156 頁）
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た。X2 については，平成８年５月 20 日から同年９月 24 日まで東京穀物商品





























































⒄ 例えば，最高裁平成４年２月 18 日判決（集刑 260 号 37 頁）では，全量向かいに
よって「外務員の意のままの売買を行わせる」場合には「客殺し商法」として詐欺罪
を構成するとしたが，その後も福岡地裁平成９年６月 17 日判決（先物取引裁判例集









（参照 2010 年 12 月 22 日）を提出し，全量向かいの禁止を提案している。

































⒆ 最高裁平成 21 年７月 16 日判決解説より引用。判タ 1315 号 85 頁。


































 吉井文夫『商品相場取引をめぐる法律上の諸問題』（ぎょうせい・1976 年）135 頁。
 先物取引被害全国研究会。〈http://www.futures-zenkoku.com/ikensyo/































198 頁，木宮高彦監『消費者保護の法律相談〔全訂版〕』（学陽書房・2005 年）261 頁。






























































 笹本・前掲注⑶ 117 頁。



































 最高裁平成 14 年１月 17 日判決民集 56巻１号 20 頁。
 沖野眞巳「新しい信託法に期待するもの」NBL832 号 18 頁（2006 年）。
! 新井誠監『コンメンタール信託法』（ぎょうせい・2008 年）125 頁，寺本昌広『逐


































" 道垣内弘人ほか「パネルディスカッション 新しい信託法と実務」ジュリ 1322 号
18 頁［沖野眞巳発言］（2006 年）。
# 新井・前掲注! 128 頁。
$ Restatement (Third) of Agency (2006).
% Restatement (Third) of Agency, §1.01 (2006).
& Restatement (Third) of Agency, §8.01 (2006).
' Restatement (Third) of Agency, §8.06(1) (2006).






























先物取引被害研究５号 23 頁（1995 年），松岡久和①「商品先物取引と不法行為責任
―債務不履行構成の再評価」ジュリ 1154 号 14 頁（1999 年），松岡久和②「商品先物
取引被害救済における債務不履行構成の再評価」先物取引被害研究 18 号８頁（2002
年）。
* 荒井・前掲注 241 頁，松岡①・前掲注) 11 頁。
+ 荒井・前掲注 241 頁。
, 学説上も同様のことが言われている。下森定「専門家の民事責任の法的構成と証
































































号 22 頁（1998 年）。
0 広中俊雄・幾代通『新版注釈民法⒃』［中川高男］（有斐閣・1989 年）238 頁。












忠実義務と構成する場合，信託法第 30 条及び第 31 条等が根拠となる。信託









1 梅謙次郎『民法要義 巻之三 債權編（復刻版）』（有斐閣・1984 年）731 頁。
2 他に「忠実義務」が規定されている法律として，「一般社団法人及び一般財団法人
に関する法律」（第 83 条），「農林中央金庫法」（第 30 条），「漁業災害補償法」（第 27
条），「商工会法」（第 35 条の２），「内航海運組合法」（第 33 条の３），「生活衛生関係
営業の運営の適正化及び振興に関する法律」（第 30 条の３），「酒税の保全及び酒類
業組合等に関する法律」（第 24 条の４），「労働金庫法」（第 37 条の２），「信用金庫
法」（第 35 条の４），「船主相互保険組合法」（第 36 条の２），「水産業協同組合法」
























3 四宮・能見・前掲注 273 頁。
4 IOSCO（International Organization of Securities Commission and Similar Agen-
cies）の行為規範原則第一「誠実・公正」（HONESTY AND FAIRNESS）では，“In
conducting its business activities, a firm should act honestly and fairly in the best
interests of its customers and the integrity of the market.”として，顧客の最大の利
益を図るために，業者は誠実かつ公正に行動しなければならないことが示されてい




































6 日野正晴『詳解金融商品取引法』（中央経済社・2007 年）497 頁。
7 東京高裁平成８年 11 月 27 日判決判タ 926 号 263 頁。なお，証券会社はこの判断
を不服として上告したものの，最高裁はこれを退け，本事例は確定した（最高裁平
成 10 年６月 11 日判決。証券取引被害判例セレクト８巻 325 頁）。
8 詳細は，島袋鉄男「証券業者の誠実・公正義務：アメリカ法からの示唆」琉球法学




























9 Charles Hughes & Co., Inc. v. SEC, 139 F. 2d 434 (2nd Cir. 1943).
































; 例えば，森本滋「取締役の善管注意義務と忠実義務」民商法 81巻４号 455 頁（1980
年）。
< 最高裁昭和 45 年６月 24 日判決民集 24巻６号 625 頁。裁判所は，「商法 254 条ノ



































> 加藤雅信『新民法体系Ⅳ 契約法』（有斐閣・2007 年）415 頁。
? 我妻栄・有泉亨『コンメンタール民法―総則・物権・債権―〔第二版〕』（日本評論
社・2008 年）1171 頁。
@ 加藤・前掲注> 417 頁。



































美智子「ドイツ法における事務処理者の誠実義務」神戸法学雑誌 48巻３号 673 頁
（1998 年），柳勝司「受任者の忠実義務」名古屋大学法政論集 201 号 432 頁（2004
年）など。
D 樋口範雄『アメリカ契約法〔第２版〕』（弘文堂・2008 年）81 頁。
E 今川嘉文「商品取引所法・金融商品取引法の行為規制⑶―信認義務は果たして有





































vestment Management Law and Practice, (Oxford Univ. Press, 2009) p. 369.
X JP Morgan Chase Bank v. Springwell Navigation Corp [2008] EWHC 1186
(Comm) at [574].
Y Timothy Spangler, op. cit., p. 370.






























] Timothy Spangler, op. cit., p. 375.
^ Timothy Spangler, op. cit., p. 367.
_ もっとも Bristol & West Building Society v Mothew [1998] Ch. 1 at 18A, per
Millett L. J. では，信認義務について，“The distinguishing obligation of a fiduciary
is the obligation of loyalty.”と記して忠実義務と信認義務は完全に合致しないとし
ている。“The expression ‘fiduciary duty’ is properly confined to those duties which
are peculiar to fiduciaries and the breach of other duties.”（at 16C, perMillett L. J.）
と，「信認義務」という表現は厳密には，受任者特有の義務に限定して適用され現実
的な利用が実現できないということが説明されている。
` 樋口・前掲注D 80 頁。


































c 大阪高裁平成 10 年２月 27 日判決判時 1667 号 77 頁。
d 神田秀樹監『注解証券取引法』（有斐閣・1997 年）580 頁。
e 下森定「専門家の契約責任」川井健・塩崎勤編『新裁判実務大系専門家責任訴訟
法』（青林書院・2004 年）22 頁。





























 四宮和夫『信託法〔新版〕』（有斐閣・1989 年）283 頁。
 川井健ほか「〔座談会〕『専門家の責任』法理の課題」［森島昭夫発言］法時 67 巻２
号 52 頁。
５．結語










































（2011 年３月 25 日脱稿）
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j 寺本・前掲注! 132 頁によると，推定規定の設置につき，上記のほかに①固有財
産で利益を取得している場合には，信託財産にこれに対応した損失が生じている蓋
然性がある，②受託者が忠実義務違反により利益を得た場合には，受託者が現実の
損失の不発生を立証するのが公平である，との理由が挙げられている。
k 友松義信「信託受託者の競合行為に関する一考察」『信託の実務と理論』（有斐閣・
2009 年）107 頁。
